
貸借対照表
2008年3月31日

（単位 円）

資　産　の　部
科　　　　　目 本年度末 前年度末 増減

固　定　資　産 137,684,628,438 137,621,629,555 62,998,883
　有　形　固　定　資　産 98,828,272,318 99,811,843,505 △ 983,571,187
　　土　　　　　　　　　　地 31,833,269,523 31,833,269,523 0
　　建　　　　　　　　　　物 48,396,926,085 49,578,718,477 △ 1,181,792,392
　　構　　　　築　　　　　物 3,232,952,538 3,488,787,370 △ 255,834,832
　　教育　研究用　　機器備品 3,913,127,000 4,559,126,197 △ 645,999,197
　　そ　の　他　の　機器備品 212,934,441 233,164,293 △ 20,229,852
　　図　　　　　　　　　　書 10,318,563,486 10,006,857,612 311,705,874
　　車　　　　　　　　　　両 3,114,245 2,856,903 257,342
　　建　　設　　仮　　勘　定 917,385,000 109,063,130 808,321,870
　その他　の　固　定　資　産 38,856,356,120 37,809,786,050 1,046,570,070
　　借　　　　地　　　　　権 977,000 977,000 0
　　電　　話　　　加　入　権 27,461,518 27,461,518 0
　　施　　設　　　利　用　権 14,729,267 16,365,306 △ 1,636,039
　　有　　　価　　　証　　券 6,116,108,347 8,440,498,347 △ 2,324,390,000
　　収　益　事　業　　元入金 2,903,736,197 2,903,736,197 0
　　長　　期　　　貸　付　金 3,959,018,327 3,782,562,564 176,455,763
　　退職給与　引当　特定資産 2,439,432,085 2,439,432,085 0
　　特　定　目　的　引当資産 2,715,842,713 2,694,182,713 21,660,000
　　施設　設備　整備引当資産 3,202,934,183 2,522,735,068 680,199,115
　　将来　計画　施設特定資産 6,958,020,554 5,658,020,554 1,300,000,000
　　第３号　基本金　引当資産 10,500,904,702 9,307,096,308 1,193,808,394
　　出　　　　資　　　　　金 16,695,827 16,690,820 5,007
　　保　　　　証　　　　　金 456,000 0 456,000
　　預　　　　託　　　　　金 39,400 27,570 11,830
流　動　資　産 22,994,095,701 21,296,928,954 1,697,166,747
　　現　　金　　　　預　　金 14,723,997,217 12,670,049,911 2,053,947,306
　　未　　　収　　　入　　金 602,353,492 789,135,622 △ 186,782,130
　　短　　期　　　貸　付　金 402,443,040 402,586,646 △ 143,606
　　有　　　価　　　証　　券 7,220,373,817 7,377,384,885 △ 157,011,068
　　前　　　　払　　　　　金 37,877,187 54,437,099 △ 16,559,912
　　仮　　　　払　　　　　金 328,000 328,000 0
　　立　　　　替　　　　　金 6,722,948 3,006,791 3,716,157
　資　産　の　部　合　計 160,678,724,139 158,918,558,509 1,760,165,630

負　債　の　部
科　　　　　目 本年度末 前年度末 増減

固　定　負　債 12,793,742,391 13,509,921,734 △ 716,179,343
　　長　　期　　　借　入　金 7,638,640,000 8,249,730,000 △ 611,090,000
　　退職　給与　　引　当　金 5,155,102,391 5,260,191,734 △ 105,089,343
流　動　負　債 12,546,647,309 12,187,994,461 358,652,848
　　短　　期　　借　　入　金 611,090,000 611,090,000 0
　　未　　　　払　　　　　金 1,730,072,875 1,453,126,612 276,946,263
　　前　　　　受　　　　　金 6,843,802,000 6,800,225,000 43,577,000
　　預　　　　り　　　　　金 3,361,682,434 3,323,552,849 38,129,585
　負　債　の　部　合　計 25,340,389,700 25,697,916,195 △ 357,526,495

基　本　金　の　部
科　　　　　目 本年度末 前年度末 増減

　　第　１　号　　基　本　金 123,431,777,285 121,791,902,613 1,639,874,672
　　第　２　号　　基　本　金 6,958,020,554 5,658,020,554 1,300,000,000
　　第　３　号　　基　本　金 10,500,904,702 9,307,096,308 1,193,808,394
　　第　４　号　　基　本　金 2,500,000,000 2,500,000,000 0
　基　本　金　の　部　合　計 143,390,702,541 139,257,019,475 4,133,683,066

消費収支差額の部
科　　　　　目 本年度末 前年度末 増減

翌年度繰越消費支出超過額 8,052,368,102 6,036,377,161 2,015,990,941
　消費収支差額の部合計 △ 8,052,368,102 △ 6,036,377,161 △ 2,015,990,941

科　　　　　目 本年度末 前年度末 増減
負債の部、基本金の部及び消費収支差額の部合計 160,678,724,139 158,918,558,509 1,760,165,630



[注記事項]

1 重要な会計方針

（1）引当金の計上基準

徴収不能引当金

…貸付金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

退職給与引当金

…退職金の支給に備えるため、期末要支給額12,675,697,580円の55％を基にして、私立大学退職金財団に対する

掛け金の累計額と交付金の累計額との繰入れ調整額を加減した金額を計上している。

（2）その他の重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法

…有価証券の評価基準及び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。

所有権移転外ファイナンス・リース取引の処理方法

…リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

…預り金、立替金に係る収入と支出は相殺して表示している。

学生寮その他教育活動に付随する活動に係る収支の表示方法

…補助活動に係る収支は総額で表示している。

2 重要な会計方針の変更等

…記載すべき事項はない。

3 減価償却額の累計額の合計額 円

4 徴収不能引当金の合計額 円

5 担保に供されている資産の種類及び額

担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

土　　　地 円

6 翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 円

7 その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（1）有価証券等の時価情報

以下の複合金融商品を保有している。

(注1）為替連動債(貸借対照表計上額 13,800,000,000円、時価 10,842,637,000円、差額 △2,957,363,000円）、金利連動債（貸借対照表

　　　計上額 1,200,000,000円、時価 768,300,000円、差額 △431,700,000円）及び日経平均株価連動債（貸借対照表計上額

　　　4,446,440,000円、時価 3,325,485,000円、差額 △1,120,955,000円）が含まれている。

（2）デリバティブ取引

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

(注)時価の算定方法　取引先証券会社・取引先銀行から提示された価格に基づき算定している。

　　なお、（※）の取引については、金銭信託契約に基づく信託資産に質権が設定されている。

貸借対照表計上額

27,815,381,668

14,337,168,018 10,512,342,174

22,232,387,772 △ 5,582,993,896

△ 213,063,886

当年度（平成20年 3月31日）

時　　　　価 差　　　　額

3,824,825,844

4,929,348,278

33,773,119,845

9,269,225,799

時　　　　価

－

1,800,000,000 △ 134,064,115 △ 134,064,115

－ －

6,222,160,000 5,777,720,000
金利スワップ取引

合　　　　計

1,800,000,000受取変動・支払固定（※）

合　　　　計

3,976,829,175

対象物 種　　　　類
当年度（平成20年 3月31日）

（単位：円）

契　約　額　等 契約額等のうち1年超 評　価　損　益

（単位：円）

0

△ 347,128,001

△ 213,063,886受取固定・支払変動

時価が貸借対照表計上額を超えないもの（注1）

36,569,555,790

時価が貸借対照表計上額を超えるもの

31,640,207,512



（3）学校法人の出資による会社に係る事項

当学校法人の出資割合が総出資額の2分の1以上である会社の状況は次のとおりである。

①

株式会社　青学サービス

食堂経営・結婚式、宴会及び集会場の経営・損害保険代理業・教科書、教材、学用品及び家庭電気製品の販売他

100,000,000円 200,000株

100,000,000円 200,000株 総資本金額に占める割合100％

円 株

円 株

円 株

学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。

②

ＡＧＤマテリアル株式会社

エピタキシャルダイヤモンド等製品の製造及び販売その他の処分他

47,500,000円 4,750株

27,400,000円 2,740株 総資本金額に占める割合57.7％

円 株

円 株

当該会社からの受入額

当該会社への支払額

学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。

（4）偶発債務

…記載すべき事項はない。

（5）所有権移転外ファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リースは次のとおりである。

円 円

円 円

（6）関連当事者との取引

…記載すべき事項はない。

（7）後発事象

…記載すべき事項はない

（8）本学の年金制度については、1974年4月1日以降就任者の制度適用を中止し、年金制度加入者においては、

1999年7月1日現在在職する教職員が、それ以降退職した時は、終身年金ではなく、確定年金（一時金又は年数限定年金）に変更している。

当該制度における年金信託契約に基づく年金資産は 388百万円で、責任準備金は 10,880百万円となっている。

なお、上記の責任準備金と年金資産との差額については、2006年度より15年間で解消する措置がとられている。

学校法人の

  出資状況

出資の状況

名　　　　称

事 業 内 容

昭和61年3月25日

平成14年12月10日

学校法人の

資   本   金

昭和43年12月6日 30,00015,000,000

  出資状況

出資の状況

30,000

140,000

配当金

雑収入

15,000,000

70,000,000

25,000,000

そ の 他 の 機 器 備 品

当期中に学校
法人が受け入
れた配当及び
寄附の金額並
びに学校法人
との資金、取
引等の状況 当該会社への支払額

当該会社からの受入額

名　　　　称

事 業 内 容

資   本   金

平成19年10月1日

教 育 研 究 用 機 器 備 品

期末残高

100,000,000

期首残高 資金支出等

当該会社への出資金等 100,000,000 0 0

資金収入等

2,555,635

24,064,995

1,179,839,791

181,179,113

施設設備利用料 合　　計

地代・家賃

寄付金 53,000,000

314,809,630

210,189,000

備品

管理経費等 図書

合　　計

36,619,332 11,148,562

6,596,193

当該会社への未払金 22,043,018 31,896,888 22,043,018 31,896,888

当該会社への立替金 2,937,890

1,196,100,312 414,796,858

（単位：円）

期末残高

27,400,0000 27,400,000 0

（単位：円）

（単位：円）

19,900,000 1,990

49,265,155 45,606,852

1,444,922,115

39,801,322

44,101,889

教育研究経費

平成20年1月11日 7,500,000 750

286,856当該会社からの未収入金 310,065 286,856 310,065

当期中に学校
法人が受け入
れた配当及び
寄附の金額並
びに学校法人
との資金、取
引等の状況

（単位：円）
　　　　

　　　　

　　　　

　　　　

期首残高 資金支出等 資金収入等

リース資産の種類 リース料総額 未経過リース料期末残高

当該会社への出資金等

保 証 債 務

保 証 債 務


